
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 神奈川県川崎市平成24年度
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※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

財政力

財政力指数 [1.00] 類似団体内順位
1/20

全国平均
0.49

神奈川県平均
0.92

財政力指数の分析欄

市民の所得水準や土地価格水準の高さなどから基準財政収入額が多く、
また、市域面積が狭いことや高齢者率が比較的低いことなどから基準財政
需要額が少ないため、指数が高いものとなっている。
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経常収支比率 [99.4%] 類似団体内順位
17/20

全国平均
90.7

神奈川県平均
95.5

経常収支比率の分析欄

行財政改革の取組みにより人件費は着実に縮減してきているものの、保育
受け入れ枠の拡大、障害福祉サービス利用者の増加などにより扶助費が増
加し、市税収入が減となったため、経常収支比率は上昇している。
今後も職員削減等による人件費の抑制に努めるなど、経常収支比率の抑
制を図る。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [108,755円] 類似団体内順位
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全国平均
116,454

神奈川県平均
100,528

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

類似団体をやや下回っているが、今後とも民間部門の活用とともに経費の
見直しを進め、人件費と物件費のトータルコストの抑制に努める。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [112.3] 類似団体内順位
20/20

全国市平均
106.6

全国町村平均
103.2

ラスパイレス指数の分析欄

行財政改革プランに基づいた給与制度の見直しを行っており、平成19年4
月に、より職務・職責に応じた給料表への切替を実施した。
これまで、ラスパイレス指数に影響を与えない特殊勤務手当など諸手当を
中心に見直しを進めてきているが、今後も引き続き、給与の適正化に努め、
人件費の削減を図る。

117.0

114.0

111.0

108.0

105.0

102.0

99.0

112.3

102.7

109.1109.5

101.2101.5101.4

H24H23H22H21H20

112.3
112.2

103.7103.9
103.2

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.02人] 類似団体内順位
16/20

全国平均
7.00

神奈川県平均
6.08

人口千人当たり職員数の分析欄

政令指定都市移行期の大量採用により、類似団体の平均を上回ってい
る。
これまで第1次改革プラン（取組期間：平成14～16年度）、第2次改革プラン
（取組期間：平成17～19年度）及び第3次改革プラン（取組期間：平成20～22
年度）に基づく行財政改革の取組により、平成14～21年度の8年間で2,509人
（15.5％）の職員を削減した。
平成23年度からは第4次改革プラン（取組期間：平成23～25年度）に基づ
き、引き続き改革の取組を推進し、事業執行手法の見直し等により職員数の
削減を図っている。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [10.1%] 類似団体内順位
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全国平均
9.2

神奈川県平均
10.1

実質公債費比率の分析欄

平成18年度から満期一括償還方式地方債の減債基金への積立を着実に
行っていることから、平成19年度決算から許可団体の基準である18％を下
回った。
減債基金への積立などを着実に実施し、積立不足の解消が図られてきて
いることなどから、実質公債費比率は低下してきている。
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将来負担比率 [106.3%] 類似団体内順位

8/20
全国平均

60.0
神奈川県平均

120.5

将来負担比率の分析欄

地方債残高の増加により将来負担額は増加したものの、減債基金の着実
な積立により充当可能基金が大きく増加したため、将来負担比率が減少し
た。
職員数の削減を図っていることから退職手当負担見込額が抑制されている
が、引き続き将来の負担が軽減するよう取組を進め、財政の健全化を図る。
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